第６回会合補足資料１

「教育を受けさせる義務」と「教育を受ける権利」

早稲田大学教育学部１年　　豊田　昂希
先日の会合で、教育を受けさせる義務・教育を受ける権利に関して曖昧に回答しまいましたので、改めて補足・説明します。「教育」とは何か、についての歴史的経緯と解釈に関しては、後日別途で補足・説明したいと思います。
1.教育を受ける権利（憲法第26条第1項）
「すべての国民は、法律（注１）の定めるところにより、その能力に応じて（注２）、ひとしく教育を受ける（注３）権利を有する。」
　国民が国に請求できる基本的人権の一つで、生存権･労働基本権など共に社会権に属する。この権利は学習者（子ども）に対して保障されるが、その権利の履行を保障するのは、保護者またはそれに類する者である。これは、子どもが自ら教育を受ける権利を有していることを義務教育の初期段階において知りえないため、保護者が、この権利が履行されているかどうかをチェックする、ということだと思われる。
（注１）法律：教育基本法・学校教育法をはじめとする教育関連法。
（注２）その能力に応じて：障害を持つ子どもや事情により就学困難な子どもに対しては、国や地方公共団体が奨学や特別措置を行う義務がある、ということ。（新）教育基本法第4条に基づく。
（注３）ひとしく教育を受ける：（新）教育基本法第4条において、教育の機会均等についてより具体的に謳われている。

新教育基本法第4条

1.すべて国民は、ひとしく、その能力に応じた教育を受ける機会を与えられなければならず、人種、信条、性別、社会的身分、経済的地位又は門地によって、教育上差別されない。

2.国及び地方公共団体は、障害のある者が、その障害の状態に応じｍ十分な教育を受けられるよう、教育上必要な支援を講じなければならない。

3.国及び地方公共団体は、能力があるにもかかわらず、経済的理由によって修学が困難な者に対して、奨学の措置を講じなければならない。
2.教育を受けさせる義務（憲法第26条第2項）

「すべて国民は、法律（注１）の定めるところにより、その保護する子女に普通教育（注４）を受けさせる義務を負う。義務教育は、これを無償とする。」
　別称、就学させる義務。保護者は、学齢期（義務教育期間）の子どもを小中学校などに通学するように取り計らう義務がある、ということ。憲法第26条第2項・学校教育法第22条・第39条1項による。就学義務の督促（注５）を受け、なお履行しない保護者は、10万円以下の罰金となる。学校教育法第91条による。

これは前項「教育を受ける権利」に関して、保護者が監督をしていない、若しくは権利の履行を阻害している可能性があった場合に、国・地方公共団体が警告・罰則を加えることができる、ということである。
（注４）普通教育：特定の専門的な学問分野に限定されない基礎的な一般教育。義務教育の他に高等教育を含める。対義は専門教育。
（注５）督促：督促の具体的な方法は、政令によって定められている。学校教育法第22条第2項による。

学校教育法第22条第1項・第2項

1. 保護者（子女に対して親権を行う者、親権を行う者のないときは、未成年後見人をいう。以下同じ）は、子女の満６才に達した日の翌日以降における最初の学年の初めから、満12才に達した日の属する学年の終わりまで、これを小学校又は特別支援学校の小学部に就学させる義務を負う。ただし、子女が、満12歳に達した日の属する学年の終わりまでに小学校又は特別支援学校の小学部の課程を修了しないときは、満15歳に達した日の属する学年の終わり（それまでの間において当該教育を修了したときは、その修了した日の属する学年の終わり）までとする。

2. 前項の義務履行の督促その他義務に関し必要な事項は、政令でこれを定める。

学校教育法第39条第1項

保護者は、子女が小学校又は特別支援学校の小学部の課程を修了した日の翌日以後
における最初の学年の初めから、満15才に達した日の属する学年の終わりまで、これを

中学校、中等教育学校の前期課程又は特別支援学校の中学部に就学させる義務を負
う。

学校教育法第91条

第22条第１項又は第39条第１項の規定による義務履行の督促を受け、なお履行しない
者は、これを10万円以下の罰金に処する。
これらの内容・条項を整理すると下図の様になる。要するに、子どもが「教育を受ける権

利」を問題なく履行できるよう、国と保護者が相互に監督するようなシステムといえる。
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